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〇
海
上
衝
突
予
防
法
施
行
規
則
第
二
十
二
条

第
一
項
第
十
五
号
の
信
号
を
定
め
る
告
示

の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
三
二
九
）

〇
水
路
測
量
の
実
施
に
関
す
る
件

（
同
三
三
〇
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
二
一
〇
）

〔
府

令
〕

〇
公
正
取
引
委
員
会
事
務
総
局
組
織
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

（
内
閣
府
七
一
）

K

〔
省

令
〕

〇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
休

暇
帰
国
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
外
務
一
七
）

K

〇
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
一
五
二
）

〇
海
上
交
通
安
全
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
国
土
交
通
六
六
）

〇
海
上
衝
突
予
防
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
同
六
七
）

〔
告

示
〕

〇
公
害
の
防
止
に
関
す
る
事
業
に
係
る
国
の

財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
第
三

条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
公
害
防
止
対

策
事
業
を
指
定
し
た
件
（
総
務
五
三
六
）

K

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
留

学
及
び
就
学
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の

規
定
に
基
づ
き
日
本
語
教
育
機
関
等
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
法
務
五
五
九
）

K

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
五
六
〇
）

L

〇
カ
ン
ボ
ジ
ア
王
国
に
つ
い
て
の
包
括
的
な

経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本
国
及
び
東

南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
構
成
国
の
間
の
協
定

の
効
力
発
生
に
関
す
る
件（
外
務
五
四
三
）

〇
関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一
の
六
に
掲
げ

る
物
品
の
平
成
二
十
一
年
度
の
初
日
か
ら

平
成
二
十
一
年
十
月
三
十
一
日
ま
で
の
輸

入
数
量
を
告
示
（
財
務
三
八
〇
）

〇
平
成
二
十
一
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

一
年
十
月
三
十
一
日
ま
で
の
生
鮮
等
牛
肉

及
び
冷
凍
牛
肉
の
各
輸
入
数
量
を
告
示

（
同
三
八
一
）

M

〇
平
成
二
十
一
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

一
年
十
月
三
十
一
日
ま
で
の
豚
肉
等
並
び

に
生
き
て
い
る
豚
及
び
豚
肉
等
の
各
輸
入

数
量
を
告
示
（
同
三
八
二
）

〇
関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一
の
六
第
一
五

項
に
係
る
物
品
に
つ
い
て
の
平
成
二
十
一

年
度
に
お
け
る
輸
入
数
量
に
基
づ
く
特
別

緊
急
関
税
の
発
動
日
を
告
示（
同
三
八
三
）

〇
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
を
公
示
す
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
国
税
庁
二
四
、
二
五
）

〇
学
校
教
育
法
第
百
十
条
第
五
項
の
規
定
に

基
づ
く
認
証
評
価
機
関
の
変
更
の
届
出
に

関
す
る
件
（
文
部
科
学
一
七
八
）

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
皇
室
事
項
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

R

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
岩
手
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
〜
六
、
群

馬
同
二
〜
五
、
新
潟
同
三
、
富
山
同
五
、
島

根
同
六
、
長
崎
同
二
）

R

最
低
賃
金
の
決
定
及
び
廃
止
決
定
に
関
す
る

公
示
（
富
山
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
四
）

J
I

公
聴
会

一
般
ガ
ス
供
給
約
款
の
変
更
の
認
可
に
係
る

公
聴
会
の
開
催

（
経
済
産
業
省
、
関
東
経
済
産
業
局
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁経

済
上
の
連
携
の
強
化
に
関
す
る
日
本
国

と
メ
キ
シ
コ
合
衆
国
と
の
間
の
協
定
附
属

書
一
の
日
本
国
の
表
に
お
い
て
関
税
の
譲

許
が
一
定
の
額
を
限
度
の
基
準
と
し
て
定

め
ら
れ
て
い
る
物
品
の
輸
入
額
、
金
融
商

品
取
引
業
者
に
対
す
る
行
政
処
分
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他

K
R

〇
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
先
進
医
療
及
び

施
設
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
厚
生
労
働
四
八
五
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
一
六
四
四
〜
一
六
五
三
）

N

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
一
二
五
三
、
一
二
五
四
）

〇
特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保

等
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
住
宅
瑕

疵
担
保
責
任
保
険
法
人
の
住
所
等
を
変
更

し
た
件
（
同
一
二
五
五
）

O

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
同
一
二
五
六
）

P

˜
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